
地震時に構造物の揺れが地中部へ伝播する逸散減衰を実務的に定量評価す

ることで、構造物の応答値を算定する方法を開発しました。通常の耐震設計・

耐震診断で行われる作業量程度で、構造物―地盤系の条件に応じた減衰定数

を設定して応答値が算定でき、設計や診断の合理化が期待できます。

⚫構造物－地盤系で地震時に発現される地中部への波動逸散（逸散減衰）の効果

を定量評価し、構造物の応答値を算定することが可能です。

⚫通常の耐震設計で行われるプッシュ・オーバー解析を基にした算定法であり、通

常の設計フローの範囲内で実施可能な実務的な方法です。

⚫地中部が変形しやすい構造物－地盤系の条件の場合は、より大きな減衰を見込

めるため、構造物の地震時応答値が低減し、構造物断面を小さくできる、ある

いは補強不要と診断できるなど、設計や診断を合理化できる可能性があります。

地中部への逸散減衰を考慮した構造物の応答値算定法の活用イメージ

鉄道地震工学研究センター（地震応答制御）

新設構造物の耐震設計や既設構造物の耐震診断をはじめとして、鉄道構造物の

地震時挙動評価全般に広く活用できます。

地中部への逸散減衰を考慮した
構造物の応答値算定法

本技術開発の一部は鉄道技術開発費補助金を受けて実施しました。

鉄道事業者などにおいて、構造物の耐震設計の際に活用されています。

特 徴

用 途

活用例

地中部への波動逸散（逸散減衰）

地震時の構
造物の揺れ

構造物－地盤系の条件ごとの
地中部の振動のしやすさに応
じた逸散減衰を定量評価可能

大きな減衰が期待できる
場合は、耐震設計・診断
が合理化できる可能性

逸散減衰大逸散減衰小

地上部の振動大 地中部の振動大

水平変位

水
平
震
度

構造物の
骨格曲線

一般的な減衰での応答

定量評価した
減衰での応答
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地中部の振動寄与率を考慮した応答値の算定法

構造物－地盤系の減衰の発生機構 地中部の振動寄与率と減衰の関係

提案手法を用いた構造物の応答値算定の例

荷重 δF

δT

減
衰
定
数

h

振幅比α

提案手法
（減衰補正）

等価固有周期

所
要
降
伏
震
度

通常の耐震設計

対象構造物の概形 所要降伏震度スペクトルの補正 応答算定結果と有効性検証

プッシュ・オーバー解析より
振幅比α算定 𝛼 = Τ𝛿𝐹 𝛿𝑇

0 1

ℎ = ℎ𝐺𝛼 + ℎ𝐸 1 − 𝑎

ℎ𝐺

ℎ𝐸

𝛼

ℎ

振幅比αから減衰定数ℎを評価 応答値算定に用いる所要降伏
震度スペクトルを補正

7.1m

杭長21m

1.0m

10.3m

0.85m

6.5m

1.4m

提案手法

通常の耐震設計

対象
構造物

通常の耐
震設計

提案
手法

動的
解析

• 提案手法により応答低減
• 提案手法は詳細解析（動的
解析）と同程度の応答

地中部への
波動逸散（逸散減衰ℎ𝐺）

構造物や地盤の
内部減衰ℎ𝐸

構造物系として
発揮される減衰
定数ℎ

11

：大：小 振幅比α

実測結果

応答低減

同程度

1柱1杭の1層ラーメン高架橋

振幅比α（地中部
の振動寄与率）

減
衰
定
数
h

正の相関

α
α

減衰小

減衰大
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